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(3)「 構造改革のための経済社会計画」

財界の 「教育改革」要求

(1)日 経連 『新時代の 「日本的経営」』

(2)経 団連 「創造的な人材の育成に向けて」

(3)経 済同友会 「学校か ら 『合校』へ」

中教審答申 「21世紀を展望 した我が国の教育の在 り方」

(1)答 申の基本的性格と主な具体的施策内容

(2)中 教審 「教育改革」の構造

まとめに代えて

(一)「 新自由主義」的国家社会改変の一環としての 「教育改革」

(1)臨 調 「行 革 」 と 臨 教 審 「教 育 改 革 」

現在 のわが 国は、1980年 代初めの 「行政改革」によって始動 された新 自由主義による国

家社会の大改変の中におかれており、現在 中央教育審議会答申や教育課程審議会答申によ っ

て進 め られ てい る 「教育改革」 はその改変 の一環である。

1981年3月 、鈴木善幸内閣の下で第二次臨時行政調査会(「 第二臨調」。会長=土 光敏夫

経団連名誉会)が 設置された。第2臨 調は、 日本はこの時期迄に経済的に欧米に対するキャッ

チ ・ア ップをほぼ果 た した と見 な し、「国際社会 の中で、受 け身の姿勢に徹 して生 きてい

くことは不可能にな った。物質的 な生活水準 の向上 に専念す るだけでは済 まなくなった。」

との認識 に立 って・「明治維新以来百余年の近代化の歴 史と、戦後30余 年の民主化 の歴史
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をあ らためてふ りかえ り、国民と国家の歩むべき方 向を新たに設定す るための全面的な改

革 の一環 をなす もの」(1982年5月 、臨調第一部会報告)(注Dと 位置づけて 「行政改革」 を

始動 した。 その基本的 な考え方 は、「① 活力ある福祉社会の建設 、②国際社会 に対す る積

極的貢献 を今後の行政 の 目指すべ き目標 と して提起 したい」 、「活力あ る福祉社会 とは…

自立 ・自助、民間の活力を基本と し、適度 な経済成長の下で各人が適切 な就業の場 を確保

す るとともに、雇用、健康及び老後の不安等 に対す る基盤的 な保障が確保された社会を意

味 している。それは…西欧型の高福祉、高負担による 『大 きな政府』への道 を歩む もので

あ ってはな らない」(82年7月 、臨調基本答申=「 行政改革 に関す る第3次 答 申」)(注2)と

いうものであ った。

その後、臨調行革方針 に沿 って、電電 ・専売両公社の民営化(85年4月)、 国鉄 の分割・

民営化(87年4月)、 年金 、医療 、福祉、教育への公費支 出の削減、消費税 の創設(89年

4月 実施)、 規制緩和5力 年計画(95年3月 決定)な どが推進 されてきた。

今 日の 「教育改革」は、1984年 に中曽根内閣の諮問機関と して設置された臨時教育審議

会(臨 教審)に よって始動された 「教育改革」の継承 ・発展であるが、臨教審は、当初 中

曽根首相がそれ を 「教育臨調」 と呼んでいたように、上述 の第2臨 調に始 まる 「行革」 と

軌を一にす るものである(注3)。

臨教審は、85年6月 の 「第一次答申」において、その教育改革を進める際の原則と して、

①個性重視 の原則、②基礎 ・基本の重視 、③創造性 ・考える力 ・表現力の育成 、④選択の

機会 の拡大、⑤教育環境の人間化、⑥生涯学習体系へ の移行、⑦ 国際化への対応、⑧情報

化へ の対応 の8っ を掲げた。 ここに、今 日に繋が る 「教育改革」 の基本方向が示され てい

る。

このうち特 に① にっいて、同答申は 「今次教育改革において最も重要 なことは、……個

人の尊厳、個性の尊重、自由 ・自律 、自己責任 の原則、すなわ ち個性重視の原則を確立す

ることである」 「教育 の内容、方法、制度、政策など教育の全分野が この原則に照 らして、

抜本的に見直 され なければ ならない」 と した。 また、87年6月 の臨教審 「第四次答申(最

終答 申)」 は、 「教育改革の視点」 と して「個性重視 の原則」 「生涯学習体系へ の移行」

「変化(;情 報化、国際化)へ の対応」 をあげている。臨教審 によれ ば、「個性重視 の原

則」は、いわゆる 「教育の 自由化」論か らその 「目的」概念を抽出 した ものであ り・その

意 図す る 「教育 の自由化」 とは、「教育の世界にいきいきとした競争原理 を導入す ること」

(注4)であり
、要す るに教育への市場原理の導入であ った。「個性重視の原則」 は、形式的に

はその内容 の第一 に上記の とお り 「個人の尊厳」を掲げてはい るが、その主眼は 「各個人

はそれぞれ独 自の個性的 な存在である」(第 一次答 申)と いう意味での 「個性の重視」に

ある。 この観念の根底には 「戦後教育 においては 『平等』の観念が強調されす ぎ、『自由』

の観念が軽視 された」(臨 教審 「審議経過の概要(そ の2)」)⊆注5)とい う見方があ る・臨教
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審 は、総 じて 「平等」を否定的に しか認識 してお らず 、普遍的 な人間性の育成 という 目的

意識、及び、その前提 となる 「すべての人間は共通の普遍的人間性を有 しまた有すべ きで

ある」という人間観、それ に基づ く人間 の平等の思想 を軽視 ・無視 ない し蔑視 してお り、

その 「教育改革」構想は現代社会 における労働者や主権者 ・生活者 と しての基本的人権 の

保障、教育を受ける権利 の保障など人間の尊厳を保障す る方途を伴 っていない。 また、86

年4月 の臨教審 「第二次答申」 は、「個性重視の原則」 の中で重要な位置を占め る 「自由」

に関 して 「自由は、重い 自己責任を伴 うものであ り、選択の 自由の増大す る社会 に生 きる

人間は、 自由を享受す ると同時 に、この 自由の重み、責任の増大 に耐え得 る能力を身 にっ

けていなければな らない」 と述べて、自己責任 に耐える能力を強調 している。

結局、 「個性重視の原則」 とは、それぞれに個別差異的特徴はあるが普遍的人間性 には

欠けた人間を育成す るものであり、その本質的 目的は、臨調行革によ ってっ くり出され る

べき、できる限 り規制の ない弱肉強食の 「新 自由主義競争」社会をその 「自由の重み、責

任の増大に耐え」て生 き抜 く人間の育成であ り、それ を教育基本法 の文言にこと借 りて粉

飾 して表現 したものにほかな らない。 この原則 によ って育成 され る諸個人 は、労働者や主

権者、人間 としての一般的な知識、能力、教養 に欠け るか ら、各人がそれぞれ個別的差異

特徴は持っ としても、その全人的 な能力の活用 ・養成の選択 ・管理を結局既成 の権力者 に

委ね ることにな り、その活動の成果 を自分 自身および他 の人 々の幸福 に結びっ けることは

困難 となる。

91年4月 の第14期 中央教育審議会(中 教審)の 答申 「新 しい時代に対応す る教育の諸制

度の改革にっいて」は、 「これか らは、全員が同 じ教育 内容 を受けるような形式的な平等

ではな く、個性に応 じてそれぞれ異 なるものをめざす実質的な平等 を実現 してい くことが

ます ます重要になる。た とえある程度経済的に非効率 になっても、教育的に効率的 な方が

良いのだ と考 えるべきなのだ。」 と述べた。 この中教審の90年12月 の 「学校制度に関す る

小委員会審議経過報告」では、よ り明確 に、「各 自が他人 と違 う存在 であろうと し、違 う

存在であることを認め合 って競争す る」 「共存共栄 を可能 とす るヨコ並 び複 線上 の多選択

型競争が 目指 され るべきだ」 と述べていた。上記の臨教審答申の 「個性重視 の原則」 と大

枠では基調 を同 じくするものであ った。

以上 を主たる方針とす る臨教審答申、第14期 中教審答申に沿 う 「改革」は、90年 代に入 っ

て急速に学校教育の全般にわた って実施 されてきた(注6)。

(2)政 治経済社 会構造 全般 の改変 の急進化

その後、1996年 ・97年に至 って 「教育改革」は、上記の臨教審 「教育改革」路線を基本

としながらも、臨調行革以降今日に至る過程の政治経済構造全般の改変の急進化を受けて、
一段と急進的かっ根本的にな

ってきている。
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行革の始動後、93年8月:自 民党の分裂 ・非 自民連立政権の成立、94年11月:小 選挙区

制区割 り法成立、96年11月:こ の制度初の総選挙、など大 きな状況変化があ ったが、98年

現在、今 日の 日本の支配的 な政治動向は、自民党一党支配時代の臨調行革路線を踏襲する

という基本 においてはほとん ど変わ っていない。

しか し、国際状況 ・国内状況には、経済関係 を基本 と して大きな変化があ った。国際的

には、 日本の輸 出超過 、「日米経済戦争」、85年G5(先 進5ヶ 国蔵相会議)プ ラザ合意に

よる ドル安 ・円高、中南米諸国の債務累積 、日本企業 の資本 ・生産の海外移転 、ソビエ ト

連邦 の解体(91年12月)・ 「社会主義」 陣営の崩壊 、新興経済諸 国の生産追 い上げ ・旧

「社会主義諸国」 の資本主義経済競争への参入による 「大競争」・「価格破壊」、欧州諸国

の不況拡大、EUの 経済統合 ・通貨統 一計画、アメ リカの経済成長等が進行 した。 また、

国内的には、円高不況、国内生産の 「空洞化」、第一 次産業 ・重厚長大生産か ら軽薄短小

生産 ・第三次産業へ の移行、バブル経済(85年 ～90年)と その崩壊、超低金利(95年9月

公定歩合0.5%)、 住宅金融専門会社への公的資金6750億 円投与(96年6月 住専処理法制定)、

膨大 な公共投資 とその裏面 と しての膨大 な赤字国公債 の累積(97年 現在残高約500兆 円)

などが進行 した。

以上のような情勢変化 とアメ リカの多国籍企業の強 い 「規制緩和」 と 「グローバル化」

要求 を受けて、わが国大企業 はその活路 を見いだすため に、わが国政治経済社会構造全般

の大改変を行 なう方向を明確 にするに至 った(注7)。

①村 山政権による95年3月 の 「規制緩和5ヶ 年計画」 の閣議決定、橋本政権 になってか

らの②96年4月 の 「日米安保共 同宣言」による安保条約 の対象地域 のアジア ・太平洋地域

への拡大 ・アメ リカ有事の際の海外軍事行動への 日本の軍事力 ・経済力の動員体制づ くり、

③97年5月 の 自民 ・新進 ・民主 ・太陽 ・さきがけ党派等 の議員による 「憲法調査委員会設

置推進議員連盟」の発足(6月 に参加議員350名)、 ④橋本内閣が進めた行政、経済構造 、

金融 システム、社会保障構造、財政構造 、教育 の分野に及ぶ 「6大 改革」計画(97年1月

発表)等 がそれである。

(3)「 構 造 改 革 の ため の 経 済 社 会 計 画」

この改変方 向を最 も基本的に示す ものは、自民・社 民・さきがけ連立政権が95年12月 閣議

決定 した 「構造改革のための経済社会計画一活力ある経済 ・安心で きるくらし一」(平 成

7年 度一12年度計画)で ある。次 にその基本的特徴を示す(注8)。

この計画(以 下、〈計画〉と略記)は 全10章 構成であ り、第1-3章 が第1部 「わが国の

課題 と政策運営の基本方向」、第4-8章 が第2部 「重点課題への対応」、第9、10章 が第

3部 「経済の姿 と経済計画 の役割」 となっている。

第… に、〈計画〉の第1章 「基本的な時代認識」では、①経済活動 ・人 々の意識 ・人 口
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環境食糧問題 のボーダー レス化、メガコンペテ ィシ ョン時代 の到来 など 「グローバ リゼー

シ ョンの進展」② 「高次な成熟社会への転換」③ 「少子 ・高齢社会への移行」④ 「情報通

信の高度化」の4っ を挙げ、 この②で次 のように述べ ている。

海外か らの技術導入 とその応用 による製品販売 という従来のわが国経済のパ ター ン

は今では困難とな り、「新製 品開発 をもた らす ような独創的 な技術 を 自ら創出(す る

こと)」 や、「製品 ・サー ビスの適切 な組み合わせによ(る)消 費者ニーズ(へ の)対

応」 などが必要 となっている。 「特 に……大量生産型商品分野においては、東アジア

を中心 とした海外諸国の競争力の向上が著 しい。…… 日本経済は……高次な経済社会

への転換を迫 られ ている。」 「大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄型 の社会経済活動や生

活様式のあ り方を問い直 し……てい く必要が ある。」 「従来 の……企業中心的 、集団

主義的考え方や行動様式自体、従来型パ ター ンを脱却 し、新たな経済社会へ転換 を図っ

ていく際の阻害要因とな りっっ あ(る 。)」(注9)

第二 に、第2章 では、「対応すべ き構造的諸問題」 と して① 「新規産業 の展開 の遅れ と

産業空洞化」② 「雇用 に対す る不安」③ 「少子 ・高齢社会の くらしへの不安」④ 「豊かさ

の実感の欠如への不満」⑤ 「地球社会におけ る責任と役割 の増大」 の5っ を挙げ、この①

にっ いて次の とお り述べている。

「グローバ リゼーシ ョンの進展の中で、企業は最適 な事業環境 を求め て積極 的な国

際展開を進めているが、 日本の高 コス ト構造や過剰規制の存在等により、本来であれ

ば 日本国内で国際競争力を持 ち得 る企業 までもが海外へその生産拠点を移転す ること

が懸念されている。 また、経済のフ ァンダメ ンラルズと乖離 した円高が進行す る場合

には一層 この傾向を強めることになる。 さらに……今、我が国産業は……新 しい事業

展開が遅れてお り、我が国産業 の空洞化が懸念 されている。 このため、我が国と して

は、情報通信の高度化等 を軸に、新規産業 を創出 し、新た な経済 フロンテ ィアを切 り

拓いていけるよう、経済の活 力を高めてい くことが重要 な課題 となっている。」(注1°)

第三 に、第3章 第2節 で は、「構造改革 を進 め るに当た って の基本 的方 向」 と して①

「自由で活力のある経済社会の創造」② 「豊かで安心できる経済社会の創造」③ 「地球社

会への参画」 の3っ を掲げているが、この①の要点 は 「市場メカニズムが十分働 くよう、

規制緩和や競争阻害的な商慣行 の是正 を進め、個人 ・企業の 自由な活動 を確保す る環境整

備」 の推進・ 「我が国経済の高 コス ト構造(の)是 正」 「新規産業の展開(の)支 援」に

あ る(注11)。また、〈計画〉を作成 した経済審議会会長は答 申に当た っての談話で、「(上記)

三つの基本的方 向の根底をなす共通す る理念は、 自立 した個人 ・企業が 自己責任 の下で 自

由にその創造力 を発揮できるように構造 を改革す ること」であると述べ ている(注12)。

第四に・〈計画〉の第2部 以下では、「規制緩和政策の推進」 「競争政策 の積極的展開」

「高 コス ト構造是正 ・活性化のための行動計画」(以 上第4章 第1節)を 最優先課題 とす
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る具体的 な経済政策が述べ られ てい る。

以上に示 され るとお り、 〈計画 〉の改変方向は、「自立 した個 人 ・企業が 自己責任 の下

で 自由にその創造力を発揮できるように構造を改革す る」 という 「理念」か ら 「規制緩和」

「競争政策」 「高 コス ト構造是正 ・活性化のための行動計画」最優先 の具体的政策 に至る

まで徹底 した市場の競争化 を進めるものである磁3)。

(二)財 界の 「教育改革」要求

次に現今の社会経済構造改変及び 「教育改革」を主導していると見られる財界の経営方

針及び 「教育改革」要求のうち最も特徴的なものにっいて述べる。

(1)日 経 連r新 時 代 の 「日本 的 経 営」』

財界の労務担当 と言われ る日本経営者団体連盟(永 野健会長)は 、95年5月 、新 ・日本

的経営 システム等研究 プロジ ェク ト報告 『新時代の 「日本的経営」』を発表 している。

この報告の基本的な考え方は次 に示す とお りである憾4)。

① 「日本的経営の基本理念であるr人 間中心(尊 重)の 経営』r長 期的視野 にた っ

た経営』は普遍的 な性格をもっ ものであ(る 。)」

② この理念を 「企業 レベルにとどまらず、産業政策、国、社会の レベルにまで拡大、

深化させて成長の維持 ・拡大と雇用機会の創出を図 らねばな らない。」

③ 「か りに企業での能力発揮が満たされ なか った場合 、働 く個 々人の能力を社会全

体で活用するために、企業を超 えた横断的労働市場を育成 し、人材の流動化を図るこ

とが考え られ なければ ならない。」

④ 「これか らの企業経営 は、 自由競争原理 の徹底 を図 ることによって、安易 な行政

依存意識の払拭 と自己責任 の下での公正 ・公平 なルールに則 った経営 、経営倫理の確

立が必要であ る。」

次 に、報告書は、雇用形態、人事 ・賃金管理 、企業組織編成、従業員 の能 力開発、福利

厚生 、労使関係 に関 して企業 のとるべ き今後の方向を示 しているが、そのうち、雇用形態

の今後のあ り方に関 して次のように述べている(注'5)。

1っ は、従来の長期継続という考え方に立(っ)… …長期蓄積能力活用型 グルー プ。

能力開発はOJT[職 にっ いた ままの訓練一北川]を 中心 と し、Off・JT[職 を

離れた訓練一北川コ、 自己啓発を包括 して積極的 に行う。処遇は職務、階層に応 じて考

え る。

2っ は、企業の抱え る課題解決 に、専門的熟練 ・能力を もって応 える、必ず しも長

期雇用を前提 と しない高度専門能力開発型グループ・・一 、Off・JTを 中心に能力

132

N工 工一ElectrOnlcLlbrarySe-vlce



OtemaeUniverSity

大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 「研究集録」第19号(1999年)

開発を図 るとともに自己啓発の支援を行 う。処遇は、年俸制 にみ られ るように成果 と

処遇を一致させ る。

3っ は、……定型的業務か ら専門的業務を遂行できる人まで さまざまで、従業員側

も余暇活用型か ら専門的能力の活用型 までいろいろいる雇用柔軟型の グルー プで、必

要 に応 じた能力開発 を行 なう必要がある。処遇は、職務給 などが考え られ る。

(3行 略)

企業 としても……多様 な雇用形態、処遇 システムを用意……す ることが必要である。

従
業
員
側
の
考
え
方

↑
1
短
期
勤
続

長
期
勤
続
↓

← 定着 移動→

企業側の考え方

注1.雇 用形態の典型的な分類

2.各 グループ間の移動は可

図1企 業 ・従業員の雇用 ・勤続に対する関係

(r新時代の日本的経営』32頁 の図表1)

雇用形態 対 象 賃 金 賞 与
退職金 ・

年金

昇進 ・昇

格
福祉施策

長期蓄積能力

活用型グループ

期間の定のな

い雇用契約

管理職 ・総合

職 ・技能部門

の基幹職

月給制か年棒制
職能給
昇級制度

定率+業

績スライ

ド

ポイント

制

役職昇進
職能資格
昇格

生涯総合
施策

高度専門能力

活用型グループ
有期雇用契約

専門部門(企

画、営業、研

究開発等)

年俸制
業績給
昇級なし

成果配分 なし 業績評価
生活援護

施策

雇用柔軟型

グループ
有期雇用契約

一般職

技能部門
販売部門

時間給制
職務給
昇級なし

定率 なし
上位職務
への転換

生活援護
施策

図IIグ ループ別にみた処遇の主な内容(r新 時代の日本的経営』32頁 図表8)

後 に示す・財界の 「複線型」の 「複眼的な」教育 システムによる学校教育の要求の根源

には・ 日経連 のこのような多様な雇用形態の想定があるものと思われ る
。
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(2)経 団連 「創 造 的 な人 材 の 育 成 に 向 け て」

「財界総本山」 と言われ る経済団体連合会 は、後述する96年 中央教育審議会(中 教審)

答 申を目前に した3月26日 、その教育改革提 言を冊子 「創造的な人材 の育成 に向けて～求

め られる教育改革 と企業 の行動～」にまとめて発表 した。そ して、 この提言は、経 団連会

長 ・:豊田章一郎著 『「魅 力あ る日本」の創造』曲6)の第7章 と してその主要部分が再録 され

ているとお り、 日本を 「活力あるグローバル国家」に改造す るという経団連 の国家改造構

想 の一環 を成 してい るものである。

ところが、 この国家改造構想は、(…)の(2)(3)に 前述 した今 日の国家社会 の全面的改

変を主導 しているものである。その ことは、 この 「『魅力ある 日本』の創造」構想が挙げ

ている 「規制の原則撤廃」、「競争政策 の国際的ハーモナイゼーシ ョン」、「新産業 ・新事

業の創出」、「高度情報通信ネ ッ トワーク社会の実現」、「雇用関連規制 の抜本的見直 し」 、

「世界最適事業体制の構築」・「ハ イブリッ ド型産業構造の形成」、「グローバル ・スタ ン

ダー ドとの調和を 目指す金融 ・資本市場の整備」等の諸政策が、前記の閣議決定 「構造改

革のための経済社会計画」 と近年のわが国政府の現実の政策を方向づけてきていることを

見れば明 らかであ る。

同会の見解は、後述す るように15・16期 中教審答申に大 きな影響 を及ぼ している。

まず、前掲の冊子の 目次を示す と、次のとお りである。

r創造的な人材の育成に向 けて』 目次(大 項 目のみ)

[創 造的な人材育成のための 「5っ の提言、7つ のアクシ ョン」]

[本編]

は じめに

1.こ れか らの社会と待望 され る創造的人材

2,創 造的 な人材の要件 と望 ま しい人材育成 システムの基本的方 向

3.教 育界への期待～教育改革の推進

4.企 業の 自己改革

5.教 育 システムの改革に向けた企業 ・経済界の支援

[参考資料]

次に、やや長 くなるが、この内容の特徴的なところを示す と次の とお りであ る(〈 〉

番号 と特記以外は、原文の抜 き書き)(注17'。

<1>創 造的な人材育成のための 「5つ の提言、7つ のアクシ ョン」

【教育界 ・行政 ・家庭への5つ の提言】

1.教 育にかかわ る規制緩和 を進める。

各教育機関はその特色を十分発揮す るとともに、学生 ・生徒 の個性 ・素質 な どをい

か した教育を行い、互いに切磋琢磨 しなが ら教育 内容 をたかめていかね ばならない。
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各教育機関が……カ リキ ュラム編成 の弾力化、学校選択 の弾力化 など教育 にかかわ る

各種 の規制 の緩和を進め る必要がある。

2.教 育機関の多様化・個性化を進め多 くの峰を持っ教育体系 を構築す る。

学生の進路選択幅の拡大のため、編入枠や単位互換制度を拡充す る。

3.複 線的評価の大学入試を行 う。

教育機関 のピラ ミッ ド型 の序列 を助長 し、教育を歪め る最大の要因 ともいえ る受験

戦争 を是正す るため、現在 の大学入試を知識の量を点数で評価す る形か ら、学生の思

考力を含めた学力、関心、素質な どを複眼的に評価す る方式 に改革す る。例えば、大

学入試セ ンター試験 は高校 までの基礎学力の有無を判断す る資格試験的 なもの とし、

各大学毎 の試験はそれぞれ の求め る人材 に合わせ、論文、面接 など選抜方法を工夫す

る。

4.思 考力 と体験を重視 しっっゆとりある学校教育を行 う。

自分で 目標 ・課題 を設定 し主体的に行動す ることのできる子供 を育てる。

新時代の リテラシーであ る、英語をは じめとす る外国語や コンピュータ関連 の教 育

を拡充す る。

中高一貫教育の拡大などを通 じて、ゆと りあ る教育を実現す る。

世界を リー ドす る独創的人材を育成す るため、飛び級の実施拡大は じめ、優れた素

質 ・才能を早期 に見いだ しこれを伸ばす ための教育を試み る。

5.家 庭の教育力を回復する。

家庭や地域は教育を学校任せにせず、各 々の役割分担 と相互の連携 に基づ き、適切

な教育を行 うことが求め られ る。 ……と くに、社会経験の豊か な父親が家庭教育 に積

極的に参加す ることが要請 され る。

【企業 ・経済界の7つ のアクシ ョン】(省 略)

<2>は じめに

来るべ き21世 紀 において、豊かで魅力ある 日本を築 くためには、社会のあ らゆる分

野において、主体的に行動 し自己責任の観念に富 んだ創造力あふれ る人材が求め られ

る。

しか し、わが国の現状を見 ると、教育制度はもとよ り、企業の人事 システムなど社

会全般においても、このような創造的人材が育 ちに くい状況 にあ り、 このままでは世

界 におけ る指導的国家の一っ として、活力ある 日本 を築 くことは不可能 といわ ざるを

え ない。今後、わが国にとって、人材育成 の面で、誰 もが 自分の 目標 を実現す るに相

応 しい教育や進路 を選択 で き、そ の能 力を最大 限 に発揮で きるよ う、『複 眼的』 で

『複線的』 なシステムを実現 してい くことが大 きな課題 とな っている。
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<3>1.こ れか らの社会 と待望 される創造的人材

(1)戦 後の経済発展 と人材育成

(a)平 均 的な教育 レベルの引き上げを 目指す現在 の教育の下で は、子供 は、一定

の学 力水準 を維持で きない限 り、特定分野でいか に優れた特質 をもっていても、その

素質を開花で きず に終わ って しまう。

(b)進 学 は偏差値によ ってほ とん ど決め られ て しまうため、参考情報の一っ に過

ぎない偏差値だけで進路が決ま って しまうかのような認識が高まり、個人が 自らの人

生 を主体的に築いていく意識が薄れて しまっている。 また、偏差値によって学校 の序

列化がなされ るため、受験競争が過熱す るという弊害 も顕著にな ってい る。

(c)教 育の課題は、問題解決の手法 を知識と して覚えさせ る点に重点がおかれて

お り、「じっくり考え る」、「別の仕組みを工夫す る」、「目標そのものを設定 しなお

す な ど、創造力の養成 に不可欠 な要素は重視されていない。その結果 、総 じて、人生

の各段階における 目標設定、自ら解決すべ き課題の設定に不得手な人々が増大 してお

り、同時に、社会全体 と しても目指すべき ビジ ョンや問題解決のために新 しい方法を

立案す ることが不得手な体質 に陥 ってい る。

(2)こ れか らの社会 と人材育成

政府規制 をあ らゆる分野で撤廃 ・緩和 し、以下 のように個人の創造力が最大限発揮

で きる社会に転換 しなければ ならない。

①経済の分野では、 リスクを伴 う事業 に果敢に取 り組む人材 、組織の創造的破壊を

行 う人材が、新 しい産業や事業 を次 々と興 して、豊か な国民生活、活力あ る経済 を実

現 してい く。

また、 ノーベル賞級の独創的な研究開発を行 う人材が、わが国の研究水準を飛躍的

に高め、「科学技術立国」 と して国際社会に貢献 してい く。

②社会 においては、個 々の市民が、 自律的 に公益活動を行 う市民活動団体(NGO、

NPO)な どに参加 して、地球環境 に配慮 した循環型 の経済社会活動システムの構築

や豊かな長寿社会 の確 立などの諸課題 に創意工夫 しなが ら取 り組んでい く。

<4>2.創 造的な人材の要件 と望ま しい人材育成システムの基本的方向

(1)創 造的な人材 の要件

①主体性

創造性の根本は、個人の主体性 にある。 これは、他者 の定めた基準 に頼 らず、自

分 自身の 目標 ・意思に基づいて、進むべ き道を自ら選択 して行動す ることである。

② 自己責任 の観念

その一方、個人の 自由で主体的な選択が、野放図とならず に、社会的意義、価値

を持っ ものとす るためには、個人一人ひ とりが選択に伴 う責任を引き受 けることが
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必要であ る。選択 とは、もう一っのものを捨 て去ることであり、 自己責任 とはい く

っか の選択肢の中か ら自分の判断で選び とることであ る。

③独創性

各界で新に独創的で卓越 した人材た りうるか否かは、潜在 的な素質や才能 に左右

され る面 も大きいものと考 え られ る。そこで、このようなとくに優れた素質や才能

を持 った人材を早期 に見出 し、 これを集中的に育成 してい くことも、今後 の課題 と

して求め られる。

<5>創 造性育成 に向けた規制緩和([参 考資料]中 。項 目を抜 き書き)

(1)カリキ ュラム編成(の 弾力化)(2)教 材選択の弾力化 ・自由化(3)教 員資格 の一層

の弾力化(4)学 校選択の弾力化(5)飛 び級の実施拡大(6)大 学入学 にかかわ る年齢制

限の引下げ(7)大 学 の自由裁量 の拡大(8)専 修学校お よび外国の教育機関の卒業生へ

の大学入学 資格付与(9)職 業紹介業 の自由化 ⑩労働者派遣事業 の自由化

以上の中で、<3>に おいて、財界の従来の教育へ の批判及び新 しい人材への期待 とそ

の 「教育改革」 の目指す社会 と して 「政府規制 をあ らゆる分野で撤廃 ・緩和」 した社会 が

示されていること、及 び、<1>に おいて、「教育改革」 の中で最優先事項 と して 「教育

にかかわ る規制緩和」が挙げ られ、その内容が<5>に 示 され ていることが特 に注 目され

る。

(3)経 済 同 友 会 「学 校 か らr合 校 』 へ」

経済同友会は、95年4月19日 、提言 「学校 か ら 『合校』へ」を発表 した(注18)。

この提言の要点は、次のとお りである。

新 しい学校のあり方 と して、「中核 となる 『学校(基 礎 ・基本教室)』 の周辺に 『自

由教室』 と 『体験教室』を配置 して、それぞれ をネ ッ トワークの形で統合す る 『合校

(がっこう)』 というシステムを提唱す る。」

「『基礎 ・基本』は 『言語能力』 と 『論理 的思考能力』 を高め るための教科、それ

に 日本人 と してのアイデ ンテ ィテ ィーを育む教科 とに絞 り込(む 。)」「文部省は この

こと(=「 基礎 ・基本」一北川注)の み に責任 を持っ」。

「学校(基 礎 ・基本教室)」 の周辺には、音楽 ・美術 ・演劇 などの芸術教科 を楽 し

んだ り、 自然科学、人文 ・社会科学の学習を多彩に発展させ る 「自由教室」を配置す

る。「子 どもたちによる 『自由教室』 の選択は文字 どお り原則 自由」、教員 のほかそ

れぞれ の分野の専門家や民間教育機関等が参加できるように し、「指導要領」は定め

ない。

「『体験教室』 は、子供 たちが 自然や様 々な他人と触れ合い、ぶっか るなど現実 を

体験す るなかで、生 きる力、生活す る力を育む場 である」。 こう して行事や部活指導
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を地域社会が引き受けるなど学校のス リム化を図る。

さらに要約す ると、①教育 の 「基礎 ・基 本」 は、「言語能 力」 「論理的思考能 力」 「日

本人と してのアイデ ンテ ィテ ィー」 の育成 に限 り、文部省の監督下 に置 く。② 自然科学、

人文 ・社会科学の学習は、芸術 などとともに、共通教育 ・共通教養か ら外 して子 どもの選

択による自由に委ね る。③その他の学校教育はできる限りボラ ンテ ィアや家庭、地域社会

に移行 して、徹底的 に学校のス リム化 を図 る、 というものである。

この 「合校(が っこう)」 システムは、「教育にかかわ る規制緩和」(前 記経 団連 「教育

改革」提言の第一にあげ られ ている。)の あ り方を学校のあり方 に焦点を当ててそのイメー

ジを鮮明に した、言わば財界 なりの一つ の 「理念型」 と言い得るものである。経済同友会

は、これを次に述べ る第15期 中央教育審議会の 「21世紀を展望 したわが国の教育のあ り方

につ いて」の委 員発令の直後 ・審議開始の直前に発表 した。中教審審議 の先導 を意図 した

と見 られ る。

(三)中 教審答申 「21世紀を展望 した我が国の教育の在 り方」

(1)答 申 の 基 本 的性 格 と主 な具 体 的 施 策 内 容

文部大 臣は1995年4月9日 、第15期 中央教育審議会 の委員 を発令、同月26日 、その初総

会において 「21世紀を展望 したわが国の教育のあり方にっ いて」諮問 し、その際、「① 今

後におけ る教育の在 り方及び学校 ・家庭 ・地域社会の役割 と連携 の在 り方、②一人一人の

能力 ・適性 に応 じた教育と学校間の接続の改善、③ 国際化、情報化、科学技術の発展等社

会の変化 に対応す る教育の在 り方」の3っ を主 な検討課題 として示 した。中教審 は96年7

月29日 、諮問の① 、③への対応を中心に第一次答申、97年6月26日 、②への対応 を中心 に

第二次答 申を提 出 した(齢 。

ここでは、 この諮問と答 申の基本的 な性格 と主 な具体的施策内容を把握 した い。

そのため、 まず 、97年 第2次 答申の 「第1章 一人一人の能力 ・適性 に応 じた教育の必

要性 と基本的 な考え方」 を見 ると、そ こには96年 第1次 答申以降の審議をも経 て改めて今

次教育改革に対する基本的 な考 え方が述べ られているが、その中でも最 も本質的(エ ッセ

ンシャル)な 内容を示す と次のとお りであ る。

「経済や科学技術 などの面で、我が国が自ら新 しいフロンテ ィアを開拓 し、国際社

会に貢献 してゆく必要性が高ま ってお り、個人の多彩な能力を開花 させ 、創造性、さ

らには独創性 を酒養 してい くことは、教育における極めて重要 な課題 となっている。」

「個人の多様 な選択 を認める豊か な成熟社会 にあ っては、教育 においても子 どもた

ち自身、あるいはその保護者が主体的 に選択す る範囲を拡大 してい くことが必要とな

る。」
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「選択の自由には 『自らの判断で選択 し、行動 した ことには、 自らが責任を負 う』

という自己責任 の原則が伴 っているとい うことを忘れてはならない。」

「これまでの教育において支配的であ った、あ らゆ ることにっ いて 『全員一斉かっ

平等 に』と言 う発想を 『それぞれの個性や能力に応 じた内容、方法、仕組み を』 とい

う考 え方に転換 し、取 り組み を進め てい く必要があ る。」

「現行 の学校制度にっいては、そ の複線化構造(マ マ)や 柔軟化 ・弾力化 を進め、

子 どもたちや保護者の主体 的な選択の範囲を拡大 してい くことが、一人一人 の能力 ・

適性 に応 じた教育を展開す る上で重要であると考える。」

以上の97年 答申の基本的考え方 を前述の経団連 「創造 的な人材 の育成 に向けて」 と比較

してみ ると、まず、経団連が 「教育改革」 にあた って重視 している、 「主体的 に行動 し自

己責任 の観 念に富んだ創 造力あふれ る人材」 、「『複 眼的』で 『複線 的』 なシス テム」 、

「科学技術立国」 による我が 国の 「国際社会(へ の)貢 献」 、「自分 自身の 目標 ・意思に

基づいて、進むべ き道を 自ら選択 して行動す る こと」、「個人一人 ひと りが選択 に伴 う責

任を引き受 けること」などの考え方 は、上記中教審答申の 「基本的な考え方」 と一致 も し

くは著 しく近似 している。

次 に、97年 答申が提言 した具体的施策の主 な内容を見 ると、次のとお りで ある。

①選抜方法の多様化、評価尺度の多元化、調査書 の活用、推薦入学の推進、大学秋

季入学の拡大、大学生募集 ・選抜業務を行 うア ドミッシ ョン ・オ フィスの整備 な ど、

大学 ・高校入学者選抜 を改善す る。

②学校制度の複線化構造を進める観点か ら、中高一貫教育の選択的導入を行 う。公

立一貫校では入学者選抜で学力試験 を行わ ない。

③ 才能、個性 を引き出す観点か ら、数学 、物理の分野で稀有(け う)な 才能を有 し、

高校 に2年 以上在学 した17歳 以上の者に大学入学資格 を認める。

④高齢社会に対応 して、学校 と高齢者福祉施設の連携や授業における子 どもと高齢

者 の触れ合い、教員養成 での介護 ・福祉施設体験 などを促進す る。

これ を同 じ経団連提言の 「教育界 ・行政 ・家庭への5つ の提言」 と比べてみ ると、上記

の4つ の中の3っ までが、経 団連提言にある 「複線的評価の大学入試 を行 う。」「中高一貫

教育 の拡大 などを通 じて、ゆとりある教育 を実現す る。」「飛 び級の実施拡大は じめ、優れ

た素質 ・才能 を早期に見いだ しこれ を伸 ばす ための教育 を試み る。」等をほとん ど丸 ごと

採用 したと思われ る内容となっている。

以上の2点 を、本稿既述の動 向、す なわち臨教審以来の 「教育改革」 の進展 、90年 代以

降のグローバル化・「規制緩和」、「競争政策」に向けての国家社会の大改変、それに応ず

る財界の新 しい人間像 ・人材 ・労働力要求 という動向の中に位置づけて判断す るならば、

結局、次のように言うことがで きよう。
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今次中教審答 申は、「一人一人の能力 ・適性 に応 じた教育」 「個人の多彩 な能力の開花、

創造性 、独創性の酒養」を 目指 して、「学校制度 の複線化、柔軟化 ・弾力化」 をすす め、

「それぞれ の個性や能 力に応 じた内容、方法、仕組み」をっ くりだ し、「子 どもたちや保

護者の主体的な選択の範囲を拡大 してい く」と している。 これは、大局的には、政府 ・文

部省がグローバル化、「規制緩和」、「競争政策」に向けての国家社会の大改変に対応 して、

財界の教育改革要求に応えるべ く教育体系の再編 ・創造へ の基本方針を示そうとす るもの

であ り、「進むべき道 を自ら選択 して行動」 し 「選択に伴 う責任を引き受け る」人材の育

成、「独創的で卓越 した人材」の開発、「長期蓄積能力活用型」 「高度専門能力開発型 グルー

プ」 「余暇活用型か ら専門的能力の活用型 までいろいろいる雇用柔軟型」等の多様 な労働

力の形成、教育における規制緩和、学校のス リム化等 を本質的 な内容 と している。

(2)中 教 審 「教 育 改 革 」 の 構 造

以上 のような中教審 「教育改革」 の諸点は、今後 さらに全面的かっ詳細に批判 してゆ く

べ き課題であるが、本章の結びに当た って、中教審 「教育改革」全体 を構造的に どう把握

す るかにっいて述べ て、 これに対抗 して民主主義的 な教育改革 を構想 してゆ くための一助

と しておきたい。

①中教審の展望す る社会 は、グローバル化 してゆ く規制緩和 ・競争社会である。

② その 「教育改革」の 目的は、規制緩和 ・競争化 ・グローバル化社会で求め られ る能力・

雇用形態 の多様性に応 じた多様 ・多層な人材 ・労働力の育成である。

③中教審の意図す る教育は 「一人一人の能 力 ・適性に応 じた教育」であ る。 これは、言

葉 の意味か らして、子 どもの学習及び発達の活動を直接的に組織 し指導 し援助する教育の

方法 を核心 と しているが、それ と結びっいた教育の内容 ・仕組み(制 度)を 含めた教育全

体の総括的あり方 を指 して使われている。

④ このような教育の システム化が、「学校制度の複線化構造 ・柔軟化 ・弾力化」 ない し

は 「『複眼的』で 『複線的』なシステム」化である。

⑤ この 「教育改革」が、法的行政的問題 を含めて第一 に重視 している課題が 「教育の規

制緩和」である。

⑥ 「学校のス リム化」は、以上のような改変を経済財政的問題を主 と して学校 レベルで

実現 しようとす るものである。

なお、経済同友会提 言の 「合校」は、以上の⑥ を中心に① ～⑤を も含めた総合的 「教育

改革」を学校 ・地域 レベルで構想 した理念型であると言えよう。

① 、② は どのような国家社会 ・政治経済制度が望ま しいかの問題である。規制緩和 ・競

争社会構想 は我が国を帝 国主義化の完成に導 くものであるとして批判 し 「新福祉国家」へ

の構想 をもって対抗す るべ きであるとす る大月書店 『講座現代 日本』における渡辺治氏 ・
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後藤道夫氏等の見解や(注2°)、日米安保条約 をな くし世界平和 に貢献す る ・ルール無き資本

主義 をただ し国民生活最優先 の経済発展を進め る ・憲法改悪 と軍 国主義復活を阻止 し民主

主義 を開花 させ ることなどを主 とす る政治的対案(注21)等が あり、検討 の対象 とす ることが

できよう。

③以下は教育 に固有 の問題である。「教育改革」では直接的には④の学校制度改革が主

と して問題 とされ る。⑤、⑥ は、「教育 におけ る福祉国家的枠組み破壊」 の諸問題を生 じ

させ、それへの 「対抗」が課題 となる(注22)。

まとめに代えて

本章の終わ りに当た って、中教審 「教育改革」 に対抗 して、民主主義的 な教育改革 を全

体と してどのように推進 してゆ くべ きかを述べて、まとめに代えたい。

第一には、教育改革の主体の形成 ・発展が重要である。

臨教審以 来の政府 ・文部省 ない し財界主導の 「教育改革」が、言うほ どの成果 を上げて

お らず、む しろ広範 な批判 と抵抗 さえ引 き起 こしているのは、それが教育 に相応 しい民主

主義的な方法 ・手続 きによって行われ ていないだけで なく、場合 によっては多 くの生徒 ・

父母 ・教職 員の民主主義的 な教育要求や批判 ・抵抗 を非民主主義的に押 し切 って進め られ

ているか らであ る。

望 ましい教育のあ り方は、学級の レベルでは子 どもの意見 ・権利 と父母の指導 ・助言 を

尊重 した教師 と児童生徒 ・父母の相互の信頼 と協力、学校の レベルでは学校 の管理 ・運営

への生徒 ・父母参加 と学校 の 自治、国 ・地方の レベルでは教育行政へ の親 ・生徒 、教職員

の代表参加の制度 を含めて、児童生徒学生 ・父母、教職員、科学 ・文化 ・スポー ツ等の専

門家・一般住 民 ・国民等が改革の主体と して民主主義的に参加す る組織 と制度 の下で創 出

されてゆ くであろう。そ して、そのような組織 ・制度がほとん どできていない現状では、

そのような組織 ・制度 の形成 を追求す る主体 の運動 と して特 に各学校 におけ る生徒 ・父

母・教職員の実質的 な協議組織、地域 ・全 国 レベルにおける公教育父母組織 の形成が望 ま

れ る(注%)。

第二には、教育改革の理念が重要である。実態を認識 し支配的動 向を批判す るだけにと

どまらず真 の改革を構想する時には、改革の指針 として立てるべき教育理念が必要になる。

理念に基づき理念に向か って接近する 日々の努力を欠 くならば、現状に対す るいか なる抵

抗 も批判も指針を持たないままに結局は状況悪化 の潮流 に押 し流 され ざるを得 ないか らで

ある。

現代 日本におけ る民主主義的教育改革の理念は、憲法 ・教育基本法の精神を踏 まえ、そ

れを1989年 国連総会で採択された 「児童(子 ども)の 権利 に関す る条約」によ って発展 さ
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せ ることの うちに求め ることがで きよう。教育基本法は 「日本 国憲法 の精神 に則」 るもの

であ り(同 法前文)、 今 日の 「教育改革」を始動 させた臨教審 も 「教育基本法の精神にの っ

とり……同法に規定す る教育の 目的の達成に資す るため」(臨 時教育審議会設置法第一条)

設置 された ものであ って、憲法 ・教育基本法の精神 を教育改革の理念とす ることは、建前

上はほ とん ど異論 のないものであ る。 また 、子 どもの権利 条約 も、わが 国国会で全会派

の賛成 をも って制定され された ものであ り、これ また建前上 ほとん ど異論の ないものであ

る(注24)。

もっとも、教育基本法は、真理、民主主義、平和、勤労、健康 などを普遍人間的価値 と

して認めこれ に基づ く各個人の人格の可能な限 りの発達及び平和的な国家お よび社会 の形

成者 としての資質の育成並びに普遍的に して個性豊か な文化の創造 を教育の 目的理念と し

ているが、臨教審はそれを歪めて超越的 な価値の追求、 自己責任、非合理的伝統国家意識

の酒養を強調 した。また、子 どもの権利条約は条約が定めている場合に限 り、かっ法律に

よるのでなけれ ば子 どもの表現、情報や集会、結社 の自由は制 限す ることがで きないと定

めているが、わが国政府及び最高裁は、学校は教育 目的達成のためであるならば法律の根

拠に基づかな くても子 どもの権利を制限できるという見解を示 し続けている(注25)。

もちろん教育理念は、新 しい時代 に向か ってさ らに豊かに発展 させてゆくべきであるが、

その可能性 は、教育基本法や子 どもの権利条約の規定 と立法趣 旨に基づいてその理念 の理

解 を広め深め、このような臨教審、政府、最高裁等の歪 んだ解釈 ・適用を克服 してゆ くこ

ととともに開いてゆ くことができると思われる。

民主的教育改革のためには、第三に、それに相応 しい教育課程及びその構成要 素と して

の教育の内容 ・方法のあ り方 を明確 にす ることが重要であると考え られ る。いかなる優れ

た教育理念 も 日々の実践に具体化され なければ意味がないが、現代のように、大規模 な公

的制度の下でその一環 と して行 なわれている教 育実践 は、一連の教育内容 とそれに応 じた

方法によって一定 の 目的 ・目標を多少 とも一貫 して追求するので なければ概 して充分な効

果 をあげ難いと思われ るか らである。

今後、この観点か ら、まず、教育内容改定政策を主 として中教審第一次答 申を検討 ・批

判 し、次 いで、それを批判克服す るため、民主教育 における教育 内容と方法 の基本的 なあ

り方 の解 明に取 り組んでゆ くことと したい。

第四には、学校体系、児童生徒学生の資格 ・権利義務等 にかかる制度、教職 員制度、教

育行政機構、教科書 ・教材その他の諸 々の制度、教職員の配 当という人的条件や教育 の物

的財政的条件等 も当然 なが ら教育改革の課題 と して重要であ る。

現実の学校教育の改革改善は これ らの制度や条件 の改善充実を欠いては少 しも事 を前進

させ得 ない。 これ らの制度や条件の改善充実の方向 と内容 ・程度 、その優先順位等 は、生

徒児童学生 ・父母、教職員、その他 の人々が 日々、学習 ・教育の理念やそれに沿 う内容 ゜
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方法に基づいて明 らかに してゆ くもの と考え られ る。

注

(注1)『 臨調基本提言』136頁 。

(注2)前 掲書17-20頁 。

(注3)こ の間の事情にっいては、拙稿 「臨時教育審議会 『教育改革』の本質」 ・拙著 『子どもの権利と学

校教育の改革』95年 ・かもがわ出版(初 出、大阪保育研究所 『大阪の保育研究』第2号 、85年3月)、

参照。

(注4)『 臨教審だより』通巻5号18頁 。当初 「個性主義」と言っていたものを第一次答申の際 「個性重視

の原則」と言い変えた。臨教審を発足させるにあたって中曽根首相のプレーンがまとめたとされる

文書「教育改革推進のための基本的な考え型にっいてのメモ」および「二十一世紀のための教育改革

の五原則にっいて(案)」、参照。また臨教審 「審議経過の概要(そ の3)の 「図2ニ ー世紀に向

けての社会 ・文化の変化と教育の対応」は 「自由化」による 「社会の変化の内容」として次の五つ

を挙げている。経済 ・社会的活動の規制緩和、民間活動導入競争原理の強化自律 ・自己責任の重視

社会の統合力や規律の低下責任感や自侍の精神に乏 しい 「イーミズム」が広がるおそれ(『 臨教審

だより』通巻5号30、31頁)

なお、臨教審 「教育改革」方針の批判にっいては、拙著 『子 どもの権利と学校教育の改革』所収

「臨時教育審議会の 『教育改革』と道徳教育政策」(初 出 ・87年 『道徳教育の原理とその展開』あ

ゆみ出版)、 参照。

(注5)前 掲 『臨教審だより』通巻5号16頁 、同旨11頁。

(注6)主 な 「改革」は次のとおり。

【初等、中等、高等教育にわた って】学校週五 日制の導入 ・拡大(92年3月 および95年3月 の省令改

正等)

【高等教育 ・研究機関にっいて】大学審議会の設置(88年9月 学校教育法改正)大 学 ・短期大学 ・高

等専門学校の設置基準の大綱化(91年6月 省令改正)独 立研究科等大学院の多様化の促進(87年5

月国立学校設置法改正)学 位授与機構の創設(91年4月 国立学校設置法の改正)大 学入試制度の改変

【教員養成にっいて】教員初任者研修の実施(88年5月 教育公務員特例法および地方教育行政の組織

及び運営に関する法律の改正)教 育職員免許状の学歴別種別化および歴史 ・地理、公民免許状の新

設等(88年12月 教育職員免許法改正)

【初等、中等教育にっいて】学習指導要領の改訂 ・小学校低学年理科社会科廃止生活科の新設 ・中学

校選択教科の拡大 ・日の丸掲揚君が代斉唱指導の明文化(89年1月 省令改正および文部省告示)

「新学力観」による指導要録の改訂(91年3月 省令改正)6年 一貫公立中等学校の発足(94年4月:宮

崎県立五ケ瀬中学・高校)

【高等学校にっいて】修学年限の弾力化 ・技能教育連携の拡大(87年11月)単 位制高校の創設(88年

3月 省令改正)全 日制高校への単位制拡大(93年3月 の省令改正)高 校総合学科の創設(93年3月

高等学校設置基準改正)特 色ある学校づくり ・多様化推薦入試その他高校入学者選抜制度の多様化

(注7)こ の間の政治経済社会状況にっいて、工藤晃 『混迷の日本経済を考える』96年 ・新 日本出版社
、渡

辺治 ・後藤道夫編 『講座現代 日本』全4巻 ・96・97年・大月書店、 『現代用語の基礎知識』 『知恵

蔵』 『イミダス』各年度版、など参照。
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(注8)経 済 企 画庁編 『構造改革 のための経済社 会計画 一活 力あ る経済 ・安心で きる くらし一』95年 ・大蔵

省印刷 局発行 、所収 。

(注9)、(注10)、(注11)、(注12)前 掲 書所収 ・同計画1-2頁 、3頁 、6頁 、473・474頁 。

(注13)96年 中 教審第1次 答申の時代認識は この 〈計画 〉の時代認識 との著 しい合致 を示 してい る。

(注14)『 新 時代の 「日本的経営 」』3頁 。(注15)同 前33頁 、 図表は32頁 。

(注16)1996年4月 、東洋経済新報社発行。

(注17)経 済 団体連合会 ・冊子 「創造的 な人材 の育成 に向け て～求め られ る教育改革 と企業の行動～」。

〈1>1、2頁 、 〈2>5頁<3>7、8頁 、<4>9、10頁 。

(注18)経 済 同友会 「学校 か ら 『合校』へ」 は、『内外教育』95年4月25日 号 、所 収。

(注19)こ の 間、審議会委 員構 成は96年6月26日 第16期 に 更新 され 、その委員 ・専門委員 は2名 が退任 、3名

が新任 されたが 、有馬朗 人会長 以下 、副会長 、2人 の小委 員会座長以下そ の外 の委員は留任 してお り

会 と しての審議は概ね一貫 してい ると言えよ う。

(注20)前 掲 ・渡辺 ・後藤編著。

(注21)日 本 共産党の 「第21回 大会決議案」(97年7月)、 参照。

(注22)乾 彰 夫 ・前掲 『講座現代 日本』第4巻222-224頁 、参照。

(注23)以 上 に関 しては、次 の拙稿 で詳論 した。現代教育 科学 研究会編 『教育学 のア イデ ンテ ィテ ィ』(97

年 ・八千代 出版)「 第3章 現代 日本の学校改革」。

(注24)、(注25)拙 著 『子 どもの権利 と学校教育 の改 革』(95年 ・か もがわ 出版)の 全篇 は、これ らの点 を説

いた ものであ るが、中でも特 に、同書第1部 第1章 「教 育基 本法 の教 育 目的」、第II部 第2章 「臨

時教育審議会の 『教育改革』 と道徳教育政策」、第III部 第2章 「子 どもの権 利 と学校 の規 律権能 一

一子 どもの権利条約批准にあた っての 『学校=法 外特殊部 分社会』論批判 一一」を参照 されたい。

本稿は、1998年6月21日 ・中央大学駿河台記念館 におけ る日本教育政策

学会第5回 研究発表 の際に別稿 と して配布 したワー プロ印刷資料である。
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